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今週のキーワード 地 方 独 立 行 政 法 人 都 立 産 業 技 術 研 究 セ ン タ ー （ 本 部 ・ 江 東 区 ） で は

各 種 製 品 や 材 料 等 の 試 験 、 測 定 、 分 析 、 設 計 、 加 工 、 デ ザ イ ン 等 の

サ ー ビ ス を 提 供 す る 。 機 器 や 施 設 利 用 に よ る 製 品 ・ 技 術 開 発 支 援 も

実 施 し 、 モ ー シ ョ ン キ ャ プ チ ャ シ ス テ ム （ 人 や 動 物 な ど の 動 作 解 析

た め の 三 次 元 動 作 解 析 シ ス テ ム ） な ど 振 動 試 験 、 耐 久 試 験 、 ト ル ク

測 定 、高 速 度 現 象 撮 影 な ど 多 種 類 の 依 頼 試 験・機 器 利 用 に 対 応 す る 。

都産技研 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

空き家対策に固定資産税を見直しか    
13年の空き家は820万戸で過去最高 

 

国土交通省及び総務省は、市町村による空き家対

策を促進する観点から、2015年度税制改正に向け

て、対象となる土地に係る固定資産税について必要

な措置を講ずるよう税制改正要望に盛り込んだ。

総務省の調査によると、適切な管理がなされない

まま放置されて空き家となった住宅は、2013年現

在、全国で820万戸にのぼり、空き家率は13.5％と、

過去最高となっている。地方自治体においても、所

有者に空き家の適正管理や撤去を促す条例を次々

に制定・施行している。その数は今年４月時点で355

件にのぼり、一部自治体では行政代執行で取壊しを

行う例も出ているが、決定打にはなっていないのが

実情だ。国交省や総務省は、事態が改善しない理由

の一つに固定資産税の住宅用地に対する軽減特例

があるとみている。現在、特例は面積200平方メー

トルまでの小規模住宅用地の価格は６分の１に、

200平方メートルを超える一般住宅用地の価格は３

分の１に抑えられている。つまり、住宅を解体し、

更地にすると固定資産税が最大６倍に跳ね上がっ

てしまう。 

今回の両省における税制改正要望では、「土地に

係る固定資産税について必要な措置を講ずる」とし

たが、具体的な記述はない。必要な措置としては、

自主的な空き家の除去等に対して一定期間、固定資

産税を減免することや、除去等をしない空き家は住

宅用地の軽減特例の対象から外すなどの措置が考

えられ、所有者に早期撤去などを促すとみられる。

今後サービス業ロボット市場が拡大   
都も中小企業のロボット開発を支援 

 

ジェトロ（日本貿易振興機構）の海外調査部が、

「ロボットの活躍の場が、製造業からサービス業

へと広がりつつある。米国では、IT 企業がロボ

ット事業へ参入する動きも見られる。他方、日本

では介護・福祉分野でロボットの活用に期待がか

かる」とするレポートを発表。これと歩調を合わ

せ、経済産業省・産業技術開発機構は「日本のサ

ービス分野のロボット市場予測」をまとめ「2035

年に9.7兆円と市場が急拡大する」と予測、これ

は2012年の11倍に当たる。 

都立産業技術研究センター（都産技研）は、中

小企業向けにロボット開発を支援する支援施設

を９月に開設した。この施設では、企業が開発に

必要な技術を安い料金で学ぶことができ、自ら技

術開発するより費用を軽減することができる。オ

リンピックで来日する外国人観光客向けの案内

ロボットや高齢化社会でニーズが高まる介護ロ

ボットの開発を後押しする。特にサービス分野で

のロボット開発が中小企業の活性化につながる

として、都産技研は中小の持つ金属加工、熱処理

など製造工程の専門性を共有し情報交換しなが

ら相乗効果を狙う。産業技術開発機構の調べで

は、市場拡大業種としてサービス業（介護、警備、

流通、教育など約5兆円）、製造業（約2.5兆円）、

ロボテク（約1.5兆円）、農林水産業（約0.7兆円）。

産業用ロボットで世界トップの日本が、真の「ロ

ボット大国」になるには家庭用開発も必須だ。 

税務会計 経    営 
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